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各 位 
 

名古屋市中村区名駅三丁目26番8号 
株 式 会 社 ク ロ ッ プ ス 
代表取締役社長執行役員 前 田 有 幾 
（コード番号：9428 東証スタンダード、名証プレミア） 
問合せ先：執行役員 経営管理部ゼネラルマネージャー 
 後 藤 久 輝 

(TEL 052-588-5640) 
 

株式会社モバイルドリームの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2022 年 10 月 7 日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会社モバイルドリームの全株式

を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

 当社グループは、移動体通信事業を中心に各種事業を通じて、安定的な収益を確保し、「Ｍ＆Ａ・事業提携

によるグループの規模拡大、および企業価値の増大」を成長戦略としております。 

 株式会社モバイルドリームは、府中市を拠点とし、調布市、国立市等、多摩エリアを中心に au ショップを

運営しております。 

今般の株式取得により、当社グループにおける関東地区の au Style/au ショップ、UQ スポットが 20 店舗

を超え、さらなる企業価値の増大を図ることができると考えております。 

 

２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社モバイルドリーム 

（２） 所 在 地 東京都府中市宮町一丁目 40 番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 村上 保裕 

（４） 事 業 内 容 移動体通信機器の販売等 

（５） 資 本 金 10,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 2018 年 6 月 1 日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社マイテック 100% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 
記載すべき資本関係、人的関係及び特筆すべき取引関係はありません。 

（９） 当該会社(連結)の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2020 年 5 月期 2021 年 5 月期 2022 年 5 月期 

 純 資 産 134 百万円 188 百万円 234 百万円 

 総 資 産 612 百万円 716 百万円 660 百万円 

 売 上 高 4,010 百万円 3,650 百万円 3,684 百万円 

 営 業 利 益 61 百万円 62 百万円 50 百万円 

 経 常 利 益 75 百万円 82 百万円 70 百万円 

 当 期 純 利 益 48 百万円 54 百万円 45 百万円 

（注）税抜処理を採用しております。 
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３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社マイテック 

（２） 所 在 地 東京都府中市宮町一丁目 40 番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 村上保裕 

（４） 事 業 内 容 携帯電話販売代理店子会社等を傘下に持つグループ管理会社 

（５） 資 本 金 90 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1987 年 10 月 8 日 

（７） 純 資 産 当該会社が非上場会社であり、非開示とすることを求められているた

め、記載しておりません。 （８） 総 資 産 

（９） 大株主及び持株比率 村上保裕 51.0％、村上典江 45.1％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

当社との間に記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係を含む利害関

係はありません。  

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0 個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 200 株（議決権の数：200個） 

（３） 異動後の所有株式数 

200 株 

（議決権の数：200 個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

（４） 取 得 金 額 

取得金額につきましては、 相手先の意向で取得金額についての守秘義

務を負っているため、非開示とさせていただきます。 

なお、公平性・妥当性を確保するため、第三者機関の株価算定をもとに、

相手先との交渉により取得金額を決定しており、公正な価額と認識し

ております。 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022 年 10 月 7 日 

（２） 契 約 締 結 日 2022 年 10 月 7 日（予定） 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2022 年 12 月 1 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本株式取得による 2023 年 3 月期の当社業績への影響は、軽微であります。 

 

以上 

 

 


